
大中

大東中

大南小

大東小

大北小

165人6学級
212人9学級
129人6学級
393人12学級
247人8学級

（例）大間々義務教育学校②(大東中+大東小＋大南小）

114人5学級114人5学級
138人6学級

Ｒ9

156人6学級
R7

266人11学級
197人7学級

106人6学級

97~79人4～3学級

188~176人6~7学級

（例）大間々義務教育学校①(大中+大北小＋大南小）

118~96人6学級
97~85人6学級
240~210人10 ～6学級

※R11までは対象地区在住の児童生徒数を基に算定し、R12以降はＨ23～R11までの児童生徒数推移の平均値から算定しているため、児童生徒数及び学級数は、参考程度にお考えください。

※コーホート変化率法による児童生徒数変遷の推計では、R22年度においても複式学級とはならず、１学年１学級を確保できる見込みです。

今後の見通し（例） 【資料３】
笠懸町

小中学校

小学校

１学年２～３学級

中学校

１学年４～５学級

児童生徒数のゆるやかな減少はあるが、

今後も同規模程度を維持できる見通し

あずま小中

学校

児童生徒数のゆるやかな減少はあるが、

今後も同規模程度を維持できる見通し

前期課程

４学級１２人

後期課程

３学級１０人

Ｒ４年度

義務教育学校創立

Ｒ４年度

笠西小新設

R5

笠懸小の改修

建替・移転など

R5
R14～R18Ｒ11

児童生徒数は減少していくが、R22年の

推計においてもすべての学校において１

学年１学級を維持できる見通し＝施設の

目標使用年数を考慮して時期を検討して

いく必要がある。

※検討の時期や方法について、学校適正規模・適正配置について検討するための参考として

例示しているものです。具体的な時期や方法について決定しているものではありません。

R12以降はコーホート変化率法による推計R6～R11は市内在住未就学児数を基に算出
大間々町

小中学校


